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≪健康づくり対策の流れ≫
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H12～ 第３次国民健康づくり対策
～２１世紀における国民健康づくり運動（健康日本２１）～

一次予防重視

健康づくり支援のための環境整備

目標等の設定と評価

多様な実施主体による連携のとれた効果的な運動の推進

S63～ 第２次国民健康づくり対策
～アクティブ８０ヘルスプラン～

運動習慣の普及に重点をおいた対策

（運動指針の策定、健康増進施設の推進等）

H12 介護保険制度

H15 健康増進法の施行

H18 医療制度改革関連法の成立

H20 特定健康診査・特定保健指導開始

H25～ 第４次国民健康づくり対策
～健康日本２１（第２次）～

S53～ 第１次国民健康づくり対策
健康診査の充実

市町村保健センター等の整備

保健師、栄養士等マンパワーの確保
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H25第2期特定健康診査等実施計画

H26データヘルス計画策定



≪保険者機能の強化≫



平成24年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○日本の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を
割り込み、高齢化率は40％近い水準になると推計されている。

人口（万人）

生産年齢
人口割合

50.9%

高齢化率
39.9%

合計特殊
出生率
1.35

日本の人口の推移

生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口

63.8%

(2010)

23.0%

(2010)

1.39

(2010)

12,750万人

11,662

3,685

6,773

1,204

8,674

3,464

4,418

791

（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」
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≪団塊の世代が75歳になる2025年に向けて≫

後期高齢者は・・・・・・・国民の約18％

医療保険給付は・・・・・現在の1.5倍

介護保険給付は・・・・・現在の2.4倍

財源は・・・・・・・・・・・・・
社会保障制度の見直し

健康寿命の延伸



○データヘルスの取組の普及を踏まえ、保険者が保健事業を行うに当たっては、レセプト･健診データ等を活用した分析に
基づき効果的に実施することとする（データヘルスの推進）。国は指針の公表や情報提供等により保険者の取組を支援。

○全国のレセプト･健診データを集積したナショナルデータベース(NDB)の充実を図る。また、NDBを用いた分析結果を国民
や保険者にわかりやすく公表。

○保険者による健診データの保存期間を延長。また、被保険者が異動した場合の健診データの引継に関する手続きにつ
いて、被保険者の同意を前提としつつ、明確化。

○保険者が、加入者の予防・健康づくりに向けた取
組に応じ、ヘルスケアポイント付与や保険料への
支援等を実施。

※国が策定するガイドラインに沿って保健事業の中で
実施

個人や保険者による予防・健康づくりの促進

１．データを活用した予防・健康づくりの充実

２．予防・健康づくりのインセンティブの強化

（保険者）（個人）

○後期高齢者支援金の加算･減算制度について、予防･健康づく
り等に取り組む保険者に対するインセンティブをより重視するた
め、多くの保険者に広く薄く加算し、指標の達成状況に応じて段
階的に減算(最大10％の範囲内)する仕組みへと見直し、平成
30年度から開始する（政省令事項）。

・ 特定健診･保健指導実施率のみによる評価を見直し、後発医薬
品の使用割合等の指標を追加し、複数の指標により総合的に評
価する仕組みとする。

・ 保険者の種別･規模等の違いに配慮して対象保険者を選定する
仕組みとするとともに、国保、協会けんぽ、後期高齢者医療につ
いて、別のインセンティブ制度を設ける。

３．栄養指導等の充実
○平成28年度から、後期高齢者医療広域連合において、市町村の地域包括支援センター、保健センター等を拠点として
栄養指導等の高齢者の特性に応じた保健事業を実施することを推進。

○ヘルスケアポイントの付与

健
保
組
合

ヘルスケアポイント付与

・歩数・体重を記録する
・健康アンケートに答える
・健康診断を受ける

ポイント付与（例）
加
入
者

健康づくりへの取組



「データヘルス計画」とは

Plan（計画）

・データ分析に基づく事業の立案
○健康課題、事業目的の明確化
○目標設定
○費用対効果を考慮した事業選択

(例) - 加入者に対する全般的・個別的な情報提供
- 特定健診・特定保健指導等の健診・保健指導
- 重症化予防

※ 被保険者等に自らの生活習慣等の問題点を発見させ、そ
の改善を促すための取組を重視する。

Check（評価）

・データ分析に基づく効果測定・評価

Act（改善）

・次サイクルに向けて目標値及
び事業内容を見直す

レセプト・健診情報等のデータの分析に基づく、効率的・効果的な保健事業をＰＤＣＡサイクルで実施するための事業計画

※ 計画の策定にあたって、電子化された健康・医療情報を分析し、被保険者等の健康課題を明確にした上で、事業の企
画を行う。

Do（実施）

・事業の実施

9

保健師等による

・データヘルス計画策定への助言

・具体的な保健事業の取組の提示

・保健事業の評価・分析

・市町村職員への研修 等

全国の

国保連合会

国保中央会

支
援

データヘルス計画の作成支援

・支援・評価に関するガイドラインの策定

・国保連の支援・評価結果を分析

・好事例の情報提供

・国保連合会職員・保健師等への研修 等

9

※ ヘルスサポート事業



被保険者規模別（市町村国保）

保険者規模 被 保 険 者 数 総 数 構 成 比

大規模 １０万人以上 ６１ ３．５％

中規模 ５千～１０万人未満 １，００７ ５７．９％

小規模 ～５千人未満 ６７０ ３８．６％

計 １，７３８ １００．０％
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≪性・年齢別特定健診対象者数≫
（平成26年度市町村国保）

60歳以上が多い
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国保
30%

被用

者保

険
57%

後期

高齢

者
13%

市町村における保険者種別

割合



年齢階級別1人あたり医療費（平成25年）

60歳から
医療費が急増
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年度別・保険者種別特定健診実施率の推移
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市町村国保は
伸び悩み
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社会参加と介護予防効果の関係について

スポーツ関係・ボランティア・趣味関係のグループ等への社会参加の割合が高い地域ほど、
転倒や認知症やうつのリスクが低い傾向がみられる。

2010年8月～2012年1月にかけて，北海道，東北，関東，東海，関西，
中国，九州，沖縄地方に分布する31自治体に居住する高齢者のう
ち，要介護認定を受けていない高齢者169,201人を対象に，郵送調査
（一部の自治体は訪問調査）を実施。
112,123人から回答。
（回収率66.3%）

【研究デザインと分析方法】
研究デザイン：横断研究
分析方法：地域相関分析

ボランティアグループ等の地域組織への参加割合が高い地域ほ
ど、

認知症リスクを有する後期高齢者の割合が少ない相関が認められ
た。

図表については、厚生労働科学研究班（研究代表者：近藤克則氏）からの提供

趣味関係のグループへの参加割合が高い地域ほど、

うつ得点（低いほど良い）の平均点が低い相関が認められ
た。

JAGES（日本老年学的評価研究）
プロジェクト

スポーツ組織への参加割合が高い地域ほど、過去1年間に転倒し
たことのある前期高齢者が少ない相関が認められた。
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの考え方
○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される
地域包括ケアシステムの構築を実現していきます。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差が生じています。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要です。
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《在宅保健師等実態調査から》

○平成27年度設置数：40団体
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39

23

24

33

23

40

8

29

11

4

36

25

（１）総会、役員会の開催

（２）市町村の特定健診・保健指導に関する事業

（３）健康相談等に関する事業（特定健診・保健指導以外）

（４）健康づくり等イベントの参加

（５）地域活動（サロン等）

（６）研修会（ブロック研修会含む）の実施

（７）講演、発表（学会等への参加）

（８）対外的な会議への参加

（９）視察

（１０）後進育成（現職保健師の育成）

（１１）会報誌、保健師活動記録集等の作成

（１２）その他



≪都道府県在宅保健師等会に期待していること≫

○専門職としての知識や技術を地域保健の活動に生かしていただき

たい

○人生の中での様々な経験を地域活動の中で発揮してほしい

○元気で生き生きしている、ポジティブな姿勢をイベント等で見せてほ

しい

○地域住民が元気に安心して生活できるよう力を貸してほしい

○そのためには、研修・研鑽・情報交換の場が重要であり、国保連合
会や国保中央会においてはその機会を提供していきたい。
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